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1 　研究の背景と目的

　本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から
市場における製品のパフォーマンスに至る総合的
なデータを蓄積し，その変化の動向を把握するこ
とを目的としている。このため，2006年のパイ
ロット調査を経て，2007年から継続調査を行って
きた。研究開発，製品開発，二つの調査を行って
いるが，本稿で紹介する製品開発調査では，マー
ケティング・リサーチや開発ツールの利用実態と
あわせて，Clark and Fujimoto （1991），藤本，安
本（2000），川上（2005）などの研究で指摘され
た日本企業の開発プロセスについての特徴も含ん
でいる。また，近年は，企業内での製品開発だけ

ではなく，ユーザーからのイノベーション（von 

Hippel 1988，2005），企業外部のサプライヤー，
取引先，大学などからの知識を利用したオープ
ン・イノベーション（Chesbrough 2003，2006；
Chesbrough et al. 2006），さらには消費者を巻き
込んだ「共進化マーケティング」（濱岡 2002，
2004，2007）といった，よりオープンな製品開発
が注目されている。本調査は，これらの項目を含
んでいることも特徴である。昨年までの調査に
よって，20％程度の企業がユーザー・イノベー
ションを認知していることが明らかとなった（濱
岡 2010a, b, 2011a，2012b，2013b；濱岡・尤 2014；
郷・濱岡 2015b）。
　2007年から2014年の調査について，トレンドが
有意となったのは，28項目であった。変化した項
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目からは，「革新的製品の開発の困難化」，「ユー
ザー・イノベーションの停滞と製品の複雑化」，
「ユーザーとの関係の弱まり」，「開発プロセスで
の情報収集活動の低下」などの問題が重要化して
いることがわかった。
　本稿では，それに引き続いて行った「製品開発
に関する調査」について，2007年から2016年まで
のトレンド分析の結果を紹介し，単純集計の結果
をまとめる。2015年に行った「研究開発に関する
調査」の結果については，郷，濱岡（2016）を参
照されたい。

2　調査の概要

1）　調査方法
　本研究は 4年間を 1期として科研費を申請し，
2回助成を受けてきた。これまでの 2期分，つま
り2007年‒2014年度は上場企業に限定して，毎年，
「研究開発に関する調査」と「製品開発に関する
調査」を行ってきた。2015年度からの第 3期では，
上場企業とあわせて非上場企業も調査対象に加え
る代わりに，二つの調査を交互に 1年おきに行い，
2015年度は「研究開発に関する調査」，2016年度
は「製品開発に関する調査」を行うこととした。
　上場企業については，これまで通り以下のサン
プリング方法とした。つまり，上場製造業につい
て，ダイヤモンド社の会社職員録より，（ 1）「商
品企画」など部署がある企業を選び，その長を選
ぶ。（ 2）商品企画などの部署がない企業につい
ては，広報部，管理部門など製品開発に関連があ
りそうな部署の長を選ぶ。（ 3）製品開発調査は
研究開発調査と比べて回答率が低いため，上記で
選ばれていない企業については，昨年および一昨
年の送付先のうち重複しない企業を加えた858社
を選んだ

1 ）
。非上場企業についても同様の基準で

760社を選んだ。このようにして計1618社に送付
した（表 1）。調査時期については2014年度同様
11月中旬から翌 1月中旬までとした

2 ）
。最終的に

323名（社）からの回答が得られ，回答率は
20.2％となった（表 1）。上場，非上場別にみる
と前者が14.1％であるのに対して，後者は27.1％
と高くなっている。これは2015年度に行った「研
究開発に関する調査」と同様であった

3 ）
。

2 ）　調査項目
　本調査は以下の内容から構成されている

4 ）
。2014

年度は破壊的イノベーションに関する質問を設定
したが，削除し，代わって2015年度の「研究開発
に関する調査」同様，研究開発に対する国や自治
体からの支援についての項目を新設した。
　・自社について
　　Q 1 　業種
　　Q 2 　売上規模
　　Q16　組織文化など
　・環境について
　　Q 3 　製品の特徴
　　Q 4 　市場の状況
　　Q 5 　他社と比べた自社の特徴
　・ユーザーによるイノベーションについて
　　Q 6 　ユーザーの特徴
　　Q 7 　 ユーザーによるイノベーション・製品

開発プロセスの実態
　　Q 8 　市場情報の収集
　　Q 9 　情報の利用状況
　　Q10　発売した製品の数と成功数

 2）　2009年までは11月下旬に送付していたが，
2010年からは， 2週間程度早めた。さらに2011
年度調査は年内を締め切りとしたが，回答率が
低かったため， 1月に督促のハガキを郵送し
た。このため，2012年度からは締め切りを翌年
1  月とした。

 3）　2015年度の研究開発に関する調査では，全体
では回答率27.5％（上場21.6％，非上場32.8％）。

 4）　2010年と2011年については，ラディカル・イ
ノベーションについての30問程度を設定した。
これとあわせて調査票の見直しを行い，2012年
からは流通経路や取引相手との関係についての
設問，一つの因子にまとまらない変数を削除し
た（濱岡，2013b）。

 1）　以下のように，上場企業に関しては2016年の
新しい名簿から抽出し，それに含まれていない
企業を2014年の送付先からも抽出した。

 　　製品開発担当者（2016年新規255社，過去の
送付先から60社）

 　　研究開発担当者（2016年新規 1社，過去の送
付先から47社）

 　　関連部門長（2016年新規497社）



製品開発に関する調査2016 41

開発に関する調査」の結果である
5 ）
。10年分のグラ

フをすべて示すと煩雑になるので，2007年，2011
年，2016年（上場，非上場別）の結果のみをグラ
フに表示する。これまでの結果については，馬ら
（2008），尤ら（2009），濱岡（2010a, 2011a, 2012b, 

2013b），濱岡，尤（2014），郷，濱岡（2015b）
を参照されたい。

　　Q11　製品開発のきっかけ
　　Q12　開発プロセスでの利用ツール
　　Q13　開発プロセスの特徴
　　Q14　 研究開発に関する国や自治体からの支

援について

3　時系列での変化

　以下では，前年との比較が可能な項目について
は，併せてグラフにまとめ，それぞれ，下記の略
号で示す。また，グラフ内の数字は2016年「製品

表 1　調査方法
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2016年

追加，
変更　
項目　

「 開 発 の
きっかけ」
についての
設問を加え
た。

ユーザーと
の共同開発
についての
項目を追加。

ラ デ ィ カ
ル・ イ ノ
ベーション
についての
設問を追加。

2010年調査
から変更無
し。

取引先，ラ
ディカル・
イ ノ ベ ー
ションにつ
いての設問
を削除。

破壊的イノ
ベーション
についての
設問を追加。

2013年調査
から変更無
し。

破壊的イノ
ベーション
を削除。政
府・自治体
からの支援
についての
設問を追加。

調査　
時期　

2007年11月
20日‒12月
20日

2008年11月
20日‒12月
20日

2009年11月
20日‒12月
23日

2010年11月
10日‒12月
10日

2011年11月
10日‒2012
年 1 月20日

2012年11月
10日‒2013
年 1 月 9 日

2013年11月
11日‒2014
年 1 月10日

2014年11月
20日‒2015
年 1 月 9 日

2016年11月
18日‒2017
年 1 月13日

発送数 商品企画部
門長
　319社
関連部門長
　293社
計612社

商品企画部
門長
　247社
関連部門長
　399社
計646社

商品企画部
門長
　260社
関連部門長
　371社
計631社

商品企画部
門長
　283社
関連部門長
　328社
研究開発長
　66社
計677社

商品企画部
門長
　288社
関連部門長
　226社
研究開発長
　41社
計555社

商品企画部
門長
　323社
関連部門長
　285社
研究開発長
　114社
計722社

商品企画部
門長
　318社
関連部門長
　422社
研究開発長
　80社
計820社

商品企画部
門長
　325社
関連部門長
　318社
研究開発長
　101社
計744社

商品企画部
門長　
　354社
関連部門長
　1216社
研究開発長
　48社
計1618社
（上場860社，
非上場758
社）

不到　
達数　 ─ ─ 10社 7 社 11社 7 社 12社 7 社

26社
（上場20社，
非上場6社）

有効回
答者数 151社 124社 103社 133社 121社 149社 137社 112社

323社
（同118社，
205社）

回答率
24.6％ 23.4％ 16.6％ 19.9％ 22.2％ 20.8％ 16.9％ 15.1％

20.2％
（同14.1％，
27.1％）

注 1）　調査方法はいずれも郵送法であり，依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した。
　　 調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である。実際には返送期限が過ぎても回答頂いたものも回答者数に

含めてある。
注 2）　2011年については，12月15日時点での回答率が低かった。このため，未回答の企業に回答のお願いのハガキを送付

した。
注 3）　2012年以降は，はじめから 2ヶ月の調査期間を設定した。また，サンプル数が少なかったため前年の商品企画部門

送付先リストも併用した。
注 4）　2007年度の商品企画部門長のうち70社は2006年回答者。

 5）　2006年のパイロット調査については，張育菱
ら （2007）， 張也ら （2007）を参照のこと。ただ
し，調査項目，調査対象が大きく異なる。
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そして2016年については上場ダミーも追加した
6 ）
。

5 段階尺度などメトリックな質問項目については
回帰分析，選択式（ 0 / 1 ）の設問については二
項ロジット分析を行った（線形トレンドモデル）。
ただし，調査の継続にともなってサンプル数が増
加し，トレンドが検出される傾向が強くなってき
た。このため，2012年度からは，調査年の代わり
に2007年を基準とした調査年ダミーを用いて同様
の推定を行った（ダミー変数モデル）。AICによっ
て二つのモデルの適合度を比較し，線形トレンド
モデルの方が適合度が高く，回答年度の係数が 0
という仮説が少なくとも10％水準で棄却された場
合に，10年間で増加もしくは減少のトレンドがあ

1）　回答企業の業種分布（図 1）
　業種の分布は比較的安定しており，「食品」「機
械」「電気機器」「化学工業」「自動車・自動車部
品」などの割合が高くなっている。非上場企業で
は「食品」の割合が高くなっている。

2）　トレンドの検定方法
　回答業種の分布が異なるため，年ごとの平均値
をそのまま比較しても，本質的な変化なのか，そ
れとも業種分布の変化によるのかを判別できない。
同一企業に長期的に回答して頂ければパネル分析
を行うことができるが， 9回ともに回答頂いた企
業はなく， 8回回答頂いた企業も16社のみである。
このため，年による業種の分布の影響を除去す 

るために，これまでと同様，下記のような補正 

を 行 っ た（ 濱 岡 2010a，b，2011a，b，2012a，b，
2013a，b，2014a；郷，濱岡 2015a, b，2016）。
　業種ダミー，回答年度を説明変数とする。なお，
2014年度からは回答者の所属部署，社内での役職，

図 1　回答企業の業種分布
（％）
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注）　2007，2011，2016は上場企業の値。数字は2016年上場企業の値。各年のサンプル・サイズは，特に注がない場合には
表 1に示す通り。

 6）・所属部署については下記のように分類した。
 　　 「製品開発（810名）」「研究開発関連 （127

名）」「広報（73名）」「その他（346名）」
 　・社内での役職
 　　 「役職無し（201人）」「係課長級（247人）」
「部長級（608人）」「所長・取締役級（300人）」
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ていることは，ユーザーによるイノベーションが
生じにくくなっていることを意味する。また，
「消費者，ユーザーの好みの変化が激しい。」が低
下傾向，「多数の素材，部品，要素から構成され
る。」は増加傾向であることからも，ユーザーへ
の対応が比較的容易である一方，製品が複雑化し
てユーザーが手を加えにくくなっている可能性が
示唆される。
　・「ユーザーとの関係の弱まり」
　ユーザーと関連組織との関係についてみても
「インターネット上でのユーザー間での交流が活
発である。」「対面でのユーザー間の交流が活発で
ある。」「貴社とユーザーのインターネットを通じ
た交流が活発である。」といった企業とユーザー
間，ユーザー間での交流活動も低下している。こ
の一方で，「親会社や子会社とも情報を共有して
いる。」は増加傾向であり，関連企業間での情報
共有が進行している。
　・「開発プロセスでの情報収集活動の低下」
　市場情報の収集について，「製品コンセプトの
テスト（コンジョイント分析など）」「実験室での
製品テスト（模擬購買などのプリテスト・マーケ
ティング）」などの手法は低下傾向であり，「競争
企業，製品のベンチマーク」「オンライン・コ
ミュニティでの会話のモニター」などの比較的低
コストで実施できる手法は増加傾向にある。同様
に，「製品を開発する際には事前に多量のニーズ
情報を収集しなければならない。」「製品を開発す
る際には事前に多量の技術についての情報を収集
しなければならない。」が低下傾向にある。一方
で，「これまでとはまったく異なる技術に基づく
製品の発売は他社よりも速い。」は上昇傾向であ
り，情報収集よりも製品化までのスピードを重視
していることが窺える。また，「新製品開発や新
規プロジェクトテーマについて社内公募が行われ
ている。」「必要な人材を集めるための社内公募制
度が活用されている。」も低下傾向にあり，職能
横断的に製品開発を行うための制度が減少してい
る。なお，「製品，価格，広告など一貫性のある
マーケティングを行っている。」も低下傾向にあ
る。
　・研究開発調査との比較
　2015年度に行った研究開発についての調査で

ると判定する
7 ）
。ただし，推定されたモデルのあて

はまりは低いので，他の要因を考慮する必要があ
ることに注意したい

8 ）
。

3 ）　トレンドのある項目
　表 2には，このようにして推定したトレンド係
数の符号と有意水準を示した。本調査では250項
目を設定したが，それらのうちトレンド変数が有
意になったのは表 2で＋もしくは－の符号がつい
ている25項目であった。回答企業は毎年入れ替
わっているが，このように安定した結果が得られ
たことは，単純集計に示すような傾向が日本企業
に共通する傾向であることを示唆している。
　この表で例えば，＋＋＋とある項目は係数が正
で 1％水準で有意であったことを示す。以下では，
トレンド係数が少なくとも10％水準で有意となっ
た項目，つまり＋もしくは－がついている項目に
注目して，大まかな傾向を指摘する。
　・「革新的製品の開発の困難化」
　新製品の成功数をみると「これまでにない革新
的な製品」は低下傾向であるが「これまでの製品
の改良，アイテムの追加など」は増加傾向にある。
市場に受容される革新的な製品の開発は困難化し
ていると言える。また，製品開発のきっかけとし
て「消費者，顧客からの要望／提案」が増加傾向
にある。
　・�「ユーザー・イノベーションの停滞と製品の
複雑化」

　「ユーザーが実際に新しい製品を実現すること
がある。」は低下傾向であり，ユーザー・イノ
ベーションの発生が減少している。さらに，製品
カテゴリの特徴をみても，「ユーザーがカスタマ
イズすることが容易な製品である。」は低下傾向
にある。これらはユーザー・イノベーションを促
進すると考えられる「技術情報の明示性」を測定
するために設定した項目であり，これらが低下し

 7）　線形ではなく曲線を仮定することも可能だ
が，細かい変化を示唆する理論もないため，年
度とともに減少もしくは増加するという線形ト
レンドモデルおよび，関数形を規定しないダ
ミー変数モデルを想定した。

 8）　回帰分析の場合，多くの変数について R 2は
0.1にも満たない。
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表 2　10年間のトレンド係数が有意となった項目

設問 項目 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2016 2016
非上場

有意
水準

業種 22.小売 1.3％ 0.0％ 3.9％ 2.3％ 6.6％ 3.3％ 2.9％ 4.4％ 5.1％ 4.9％ ＋＋

販売経路 6.その他（具体的に：　　　　） 18.5％ 19.4％ 16.5％ 12.0％ 7.4％ ─ ─ ─ ─ ─ －－－

7.競争企業，製品のベンチマーク 64.0％ 62.6％ 72.8％ 57.1％ 73.7％ 65.6％ 73.0％ 74.3％ 67.8％ 46.8％ ＋

マ ー ケ
ティング
･ リサー
チ

13.製品コンセプトのテスト（コ
ンジョイント分析など） 18.0％ 22.0％ 16.5％ 12.0％ 16.1％ 11.3％ 16.1％ 11.5％ 11.0％ 10.8％ －－

14.実験室での製品テスト（模擬
購買などのプリテスト ･ マーケ
ティング）

28.7％ 29.3％ 25.2％ 27.1％ 26.3％ 18.5％ 28.5％ 22.1％ 22.9％ 15.3％ －

22.オンライン ･コミュニティで
の会話のモニター 1.3％ 0.8％ 3.9％ 3.0％ 7.6％ 4.6％ 4.4％ 2.7％ 5.1％ 3.9％ ＋＋

24.その他（具体的に：　　　　）7.3％ 7.3％ 3.9％ 1.5％ 3.4％ 2.6％ 2.2％ 2.7％ 4.2％ 5.4％ －－

製品開発
のきっかけ
とツール

2.消費者，顧客からの要望 /提案 ─ 70.2％ 66.0％ 74.2％ 73.9％ 65.6％ 77.4％ 72.6％ 80.5％ 64.4％ ＋＋

12.これらは使わない 0.0％ 0.0％ 1.9％ 0.8％ 0.8％ 1.3％ 1.5％ 3.6％ 2.5％ 5.4％ ＋＋

製品カテ
ゴリの特
徴

多数の素材，部品，要素から構成
される。 3.4 3.5 3.2 3.2 3.3 3.4 3.6 3.7 3.5 3.4 ＋＋＋

ユーザーがカスタマイズすること
が容易な製品である。 2.4 2.4 2.1 2.2 2.3 2.1 2.1 2.2 2.1 2.4 －－－

消費者，ユーザーの好みの変化が
激しい。 2.9 1.0 2.7 2.7 2.9 2.7 2.8 2.6 2.7 2.9 －－

ユーザー
および関
連組織

インターネット上でのユーザー間
での交流が活発である。 2.5 2.4 2.4 2.4 2.4 2.3 2.4 2.3 2.4 2.5 －－

対面でのユーザー間での交流が活
発である。 2.9 2.9 2.9 2.9 2.8 2.7 2.9 2.6 2.8 2.8 －－

ユーザーが実際に新しい製品を実
現することがある。 2.7 2.8 2.5 2.6 2.6 2.5 2.6 2.6 2.5 2.7 －

貴社とユーザーのインターネット
を通じた交流が活発である。 2.5 2.5 2.3 2.5 2.5 2.3 2.4 2.4 2.3 2.4 －－

親会社や子会社とも情報を共有し
ている。 3.1 3.2 3.2 3.3 3.3 3.3 3.2 3.3 3.4 3.1 ＋＋

新製品の
成功数

（ 1）これまでの製品の改良，アイ
テムの追加など 8.4 9.8 31.5 5.8 7.0 17.7 30.2 15.4 45.4 5.0 ＋

（ 3）これまでにない革新的な製品 1.4 2.2 0.7 0.5 0.7 0.7 1.1 0.5 0.6 1.1 －

製品開発
プロセス

製品を開発する際には事前に多量
のニーズ情報を収集しなければな
らない。

3.4 3.3 3.4 3.3 3.3 3.3 3.2 3.3 3.2 3.0 －－

製品を開発する際には事前に多量
の技術についての情報を収集しな
ければならない。

3.5 3.2 3.3 3.4 3.3 3.2 3.3 3.3 3.2 3.0 －－

これまでとはまったく異なる技術
に基づく製品の発売は他社よりも
速い。

─ ─ ─ 2.6 2.7 2.7 2.8 2.8 2.8 2.7 ＋

新製品開発や新規プロジェクトの
テーマについて社内公募が行われ
ている。

2.7 2.7 2.5 2.6 2.8 2.5 2.6 2.4 2.5 2.3 －－

必要な人材を集めるための社内公
募制度が活用されている。 2.5 2.5 2.5 2.5 2.6 2.3 2.4 2.3 2.3 2.1 －－－

組織の特
徴

製品，価格，広告など一貫性のあ
るマーケティングを行っている。 3.0 3.0 2.9 2.9 3.0 2.8 2.9 2.9 2.9 2.6 －

注）　数値は平均値（ 5段階尺度）もしくは回答率（○をつけた企業の割合）。
　 　有意水準については，2007‒2016年の10年間のデータ（ただし調査を行わなかった2015年を除く）を用いて推定したト
レンド係数の検定結果。

　 　＋＋＋（－－－）：係数は正（負）で 1％水準で有意　　　＋＋（－－）： 5％水準で正（負）で有意　
　 　＋（－）：10％水準で正（負）で有意
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といった取引先との信頼関係の質問については平
均値が高いままである。「親会社や子会社との取
引が売上の大きな部分を占めている。」に対して
は2.0という低い値であったことから，グループ
内の取引より，外部企業との取引が中心となって
いる。

2）　製品と市場の状況
　（ 1）　製品カテゴリの特徴（図 4）
　「部品や素材だけでなく，生産などのノウハウ
が重要である。」だけでなく「特許の取得や，そ
れによる保護が重要な製品である。」も比較的高
くなっている。前者はノウハウなど伝達しにくい
知識であり，情報の暗黙性の高さを示す。後者は
特許によって明示された知識であり，情報の明示
性を示す。これらがともに高いということは，生
産プロセス，製品の機能ともに独自性の保護が重
要であることを意味する。なお，時系列では「多
数の素材，部品，要素から構成される。」が上昇
しており，製品開発の複雑化が窺える。一方で，
非上場企業については，「特許の取得や，それに
よる保護が重要な製品である。」の割合が低く
なっており，特許による情報の保護が進行してい
ないことがわかる。非上場企業の回答企業に「食
品」業種が多いことも影響しているのかもしれな
い。
　ユーザー・イノベーションを促進するために
ツールキットを提供することが重要であると指摘
さ れ て い る が（von Hippel and Katz 2002），
「ユーザーが開発したり，カスタマイズするため
の情報やツールは簡単に入手できる。」「ユーザー
がカスタマイズすることが容易な製品である。」
はともに平均値が低くなっており，提供が遅れて
いることがわかる。時系列でみても「ユーザーが
カスタマイズすることが容易な製品である。」は
低下傾向であり，技術的な複雑性が高まっている
ことが推察される。これらの項目については上場，
非上場での差は大きくない。
　（ 2）　市場の状況（図 5）
　市場の状況については，Porter（1982）の枠組
みを参照して市場の変化，競争，供給者，ユー
ザー・消費者についての項目を設定した。全体と
しては，価格競争が激しく，利益を確保するため

2007年からの 9年間でトレンド変数が有意となっ
たのは312項目中40項目であった。これら項目か
ら，「研究開発の高度化」「ユーザーへの評価，対
応の低下」「研究開発のオープン化の停滞と限界」
「職務報酬の低下」「海外での R&Dの自立化と成
果向上」「技術や品質の強化の一方での開発ス
ピードの低下」など，研究開発が困難になってい
る一方で，「トップによる方向性の明示や，信頼
や公正さなど組織文化の強化」が進行しているこ
とがわかった（郷，濱岡 2016）。製品カテゴリの
特徴，競合他社と比べた自社の強み，企業理念や
組織文化についての項目は，二つの調査でほぼ共
通である。研究開発担当者が自社の製品や技術，
組織への評価を高める傾向にある一方，製品開発
担当者はこれとは逆の傾向がある。研究開発担当
と比べて市場により近い立場であるため評価が異
なっている可能性がある。

4　単純集計の結果

　以下では各設問について単純集計の結果を紹介
する。前述のようにしてトレンド変数が有意と
なった項目についてはグラフ中に＊を表示する。

1）　外部との関係
　（ 1）　流通チャネルの利用状況（図 2）
　この項目については2012年度以降は質問してい
ないので，2007年と2011年の値を図示した。どの
ような流通チャネルを採用しているのかについて，
「貴社→消費者」「貴社→メーカー，官公庁」「貴
社→小売→消費者」「貴社→独立卸→小売→消費
者」「貴社→貴社系列卸→小売→消費者」「その
他」に分けて質問した。約半数の企業は「貴社→
メーカー，官公庁」という流通チャネルを通じて
製品・サービスの販売を行っている。回答企業が
主に機械や機器製品といった産業財を扱っている
ためであろう。
　（ 2）　取引先との関係（図 3）
　この項目についても2012年度以降は質問してい
ないので，2007年と2011年の値を図示した。取引
先との関係を 5段階尺度で回答してもらった。
「取引先はほぼ決まった相手である。」「取引先と
は長期的・継続的な取引関係が確立している。」
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図 2　流通チャネルの利用状況
（％）

2007 2011

回
答
率
（
複
数
選
択
）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

27.1

47.1

31.4
35.5

20.7

1.
 貴
社
→
消
費
者

2.
 貴
社
→
メ
ー
カ
ー
，
官
公
庁

3.
 貴
社
→
小
売
→
消
費
者

4.
 貴
社
→
独
立
卸
→
小
売

→
消
費
者

5.
 貴
社
→
貴
社
系
列
卸
→
小
売

→
消
費
者

図 3　取引先との関係

2007 2011

平
均
値
（
５
段
階
尺
度
）

4.0 4.2

3.5

2.1

3.8

2.8

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

取
引
先
は
ほ
ぼ
決
ま
っ
た
相
手
で
あ
る
｡

取
引
先
と
は
長
期
的
・
継
続
的
な

取
引
関
係
が
確
立
し
て
い
る
。

取
引
先
は
貴
社
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の

方
針
を
十
分
に
理
解
し
て
い
る
。

取
引
先
と
取
引
条
件
を
巡
る
対
立
が

頻
繁
に
起
こ
っ
て
い
る
。

多
く
の
取
引
先
と
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を

構
築
し
て
い
る
｡

多
く
の
取
引
先
と
共
同
で
製
品
開
発
を

行
っ
て
い
る
｡

親
会
社
や
子
会
社
と
の
取
引
が
売
上
の

大
き
な
部
分
を
占
め
て
い
る
｡

注）　以下，トレンド係数の有意水準を各項目の先頭に併記する。
　 　＊＊＊： 1 ％水準で有意　　　＊＊： 5 ％水準で有意　　　＊：10％水準で有意



製品開発に関する調査2016 47

図 4　製品カテゴリの特徴
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4 ）　情報の収集と利用
　（ 1）　市場情報の収集（図 7）
　「営業担当者を通じた情報収集」「競争企業，製
品のベンチマーク」「顧客の利用／消費現場への
訪問，観察」「お客様窓口からの情報集約」など，
日常の業務を通じた活動からの情報収集が行われ
ていることがわかる。これらに比べると，定量，
定性的なマーケティング・リサーチの実施割合は
比較的低い。
　特に，非上場企業の定量，定性的なマーケティ
ング・リサーチの実施割合はやや低い傾向にある。
　時系列では，「製品コンセプトのテスト（コン
ジョイント分析など）」「実験室での製品テスト
（模擬購買などのプリテスト・マーケティング）」
が低下傾向にある一方，「競争企業，製品のベン
チマーク」「オンライン・コミュニティでの会話
のモニター」など，比較的低コストで顧客の利用
状況などの実態を把握できる方法の実施率が高ま
る傾向にある。
　（ 2）　情報の利用，共有（図 8）
　「収集した情報を十分に検討している。」「潜在
的なニーズも把握する。」の平均値は比較的高く，

に，新製品の投入が必要であることがわかる。時
系列では「消費者，ユーザーの好みの変化が激し
い。」が低下傾向にある。前述のように技術的に
は高度化しており，技術面での差別化が中心に
なっているためであろう。

3）　競合他社と比べた自社の強み（図 6）
　競合との競争の激しさを意識している企業が多
かったが，ここでは競合他社との詳細な比較を
行った。「他社と比べて製品の品質，機能は高
い。」「他社と比べるとブランドイメージは高い。」
「他社と比べると顧客満足度は高い。」「他社と比
べて優れた技術をもっている。」の平均値は高く，
技術や品質については優位性があると評価してい
る。しかし，非上場企業では「他社と比べて特許
の数は多い。」などが低い傾向にある。先に，非
上場企業は特許による情報の保護が進行していな
いことを述べたが，特許数自体も少ないと評価し
ているようである。

図 6　競合他社と比べた自社の強み
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図 7　市場情報の収集
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図 8　情報の利用，共有

平
均
値
（
５
段
階
尺
度
）

3.6

3.4 3.3

3.4 3.4 3.4 3.5

2.9

3.2 3.4 3.4

3.1

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

収
集
し
た
情
報
を
十
分
に
検
討
し
て
い
る
。

潜
在
的
な
ニ
ー
ズ
も
把
握
す
る
｡

潜
在
顧
客
の
情
報
も
把
握
す
る
｡

顧
客
ニ
ー
ズ
情
報
が
事
業
部
間
，

部
門
間
で
共
有
さ
れ
て
い
る
。

競
合
相
手
の
情
報
が
事
業
部
間
，

部
門
間
で
共
有
さ
れ
て
い
る
。

**親
会
社
や
子
会
社
と
も
情
報
を

共
有
し
て
い
る
。

業
界
の
技
術
交
流
会
な
ど
に

よ
く
参
加
す
る
。

企
業
間
の
共
同
研
究
に
よ
く
参
加
す
る
。

親
会
社
や
子
会
社
に
対
し
て
優
先
的
に

技
術
に
つ
い
て
の
情
報
を
提
供
し
て
い
る
。

過
去
の
調
査
結
果
な
ど
も
蓄
積
さ
れ
，

必
要
な
と
き
に
み
る
こ
と
が
で
き
る
｡

情
報
を
得
て
も
実
行
す
る
ま
で
に
は

時
間
が
か
か
る
｡

顧
客
か
ら
の
提
案
を
製
品
や
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
へ
と
迅
速
に
反
映
す
る
｡

2007 2011 2016 2016非上場



三 田 商 学 研 究50

低いことから，開発はこれらの環境の変化や社内
外の要請に対応するために行われるわけではない
ことがわかる。また，「社内での公募など公式な
提案」と「社員の思い入れや熱意など非公式な提
案」の両項目が低いことから，社内での新製品へ
の提案活動はあまり活発ではないことがわかる。
　なお，非上場企業についてみると，「消費者，
顧客ニーズの変化，それへの対応」「消費者，顧
客からの要望／提案」「競合相手への対抗」と
いった消費者や顧客，現場からの要望，「技術環
境の変化」「自社の技術開発の成功」「海外の市場
動向」といった外部環境への対応についての割合
が上場企業に比べて低い傾向にある。
　（ 3）�　導入されている製品開発のツール（図

11）
　製品開発がどのように行われているかを知るた
めに，用いるツールについて質問した。「CAD

（コンピュータによる設計）」「CAE（コンピュー
タ上での試作，シミュレーション）」が 4割以上
の企業で用いられている。ただし，「試作品の作
成による外観などのチェック」「試作品の利用に
よる問題発見」も 7割程度の企業で行われており，
情報化は進んでいるが，試作品も重要であること
がわかる。なお，非上場企業では，これらのツー
ルの使用割合は全体的に上場企業に比べ低い傾向
にあった。
　（ 4）　製品開発のプロセス（図12a，b）
　製品開発プロセスについては，開発の進め方，
開発中のニーズ情報および技術情報の利用状況，
開発のための組織（メンバーの役割分担やリー
ダー），手順，期限や目標の設定などについて質
問した。
　Clark and Fujimoto（1991）は日本の自動車企
業の開発体制の特徴として，複数の作業が並行し
て行われる「コンカレント開発」，メンバーが複
数の機能を果たす「多重の役割分担」，多岐にわ
たる分野についての知識と権限をもつ「重量級プ
ロジェクト・リーダー」などを挙げている。
　「開発は様々な作業を並行して進める。」「プロ
ジェクトメンバーは複数の役割を果たしている。」
が高くなっており，同時に複数の作業が進められ，
かつ一人が複数の役割を果たすというコンカレン
ト型の開発が行われていることがわかる。一方，

収集したデータはある程度利用されている。情報
共有については，自社内，親会社や子会社，他社
に分けて質問したが，「企業間の共同研究によく
参加する。」は低くなっており，共同研究は他と
比べると行われていないことがわかる。一方で，
時系列では「親会社や子会社とも情報を共有して
いる。」が高まる傾向にあり，関連企業間では情
報共有がなされてきているようである。なお，非
上場企業では全体的に割合が低く，上場企業より
も情報の利用や共有がなされていない傾向にある。

5）　製品開発
　（ 1）　新製品の開発数・成功数（図 9 a，b）
　新製品の開発数について，総数および，新製品
の革新性を考慮して，「これまでの製品の改良，
アイテムの追加など」「大規模なモデルチェンジ，
新ブランドの追加など」「これまでにない革新的
な製品」に分けて回答してもらった。
　 1社当りの新製品の総数の平均は19.3である。
「これまでの製品の改良，アイテムの追加など」
が14.8であるのに対して，「大規模なモデルチェ
ンジ，新ブランドの追加など」は3.6，「これまで
にない革新的な製品」は1.1となっており，革新
的な製品の開発の難しさがわかる。また，それぞ
れのうち成功したものの数は，発売したものの 2
分の 1にも満たないことがわかる。時系列でみて
も「これまでの製品の改良，アイテムの追加な
ど」は増加傾向にあるものの，「これまでにない
革新的な製品」の成功数が低下傾向にあることか
ら，消費者に受容される革新的な製品の開発が困
難化していると考えられる。
　（ 2）　製品開発のきっかけ（図10）
　2008年以降，新製品開発のきっかけについて質
問している。このため，このグラフのみ2007年で
はなく2008年のデータを示す。「消費者，顧客
ニーズの変化，それへの対応」「競合相手への対
抗」「消費者，顧客からの要望／提案」「営業／販
売現場からの要望」などが特に高くなっており，
開発者以外からの要望が開発のきっかけとなるこ
とが多いようである。特に，「消費者，顧客から
の要望／提案」は時系列でも増加傾向である。
　一方，「規制緩和」「流行や計画的な陳腐化を行
うため」「生産現場（工場稼働率向上のため）」が
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図 9 a　新製品の開発数
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注）　 無回答があるため，項目によってサンプル数は異なる。開発した製品数が500を越える企業があったがはずれ値として，
この集計からは除外した。
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図10　製品開発のきっかけ
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図11　導入されている製品開発のツール
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図12b　製品開発のプロセス（その 2）
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図12a　製品開発のプロセス（その 1）
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6 ） 　ユーザーおよびユーザー・イノベーション
（表 3，図13）
　von Hippel （1988）は，科学計測機器や産業財
について，ユーザー企業がイノベーションの源泉
となっていることを示した。その後，オープン
ソース・ソフトウエアやスポーツなど，より一般
的なユーザーがイノベーションの源泉となること
が示されている（von Hippel 2005）。
　ユーザー・イノベーションの発生について，
「（貴社の業界では）ユーザーが実際に新しい製品
を実現することがある。」と，別の設問として，
「貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイ
ノベーションの源泉となったりすることはありま
すか ?」という設問を設定した（表 3）。
　それぞれ 5段階であるが，業界で広く考えると
2割程度，自社の顧客に限定しても 1割程度が
ユーザーによるイノベーションの発生を認知して
いる。
　実際，「優れた知識を持つユーザーが多い。」
「優れた技術を持つユーザーが多い。」「極めて先
進的なニーズをもつユーザーがいる。」など，
ユーザーへの評価は比較的高くなっている。
「ユーザーに新製品の発売や使い方などの情報を
提供している。」「ユーザーに製品の技術情報を提
供している。」など，自社からユーザーに与える
だけでなく，「ユーザーから苦情や喜びの言葉が
伝えられることが多い。」「ユーザーからの新しい
製品についての提案が多い。」も高いことから，
自社とユーザーとが相互作用していることがわか
る。さらに，「ユーザー間での交流」「貴社とユー
ザーとの交流」ともにインターネットよりも，対
面での交流が活発である。このように多様な主体
が「共進化（濱岡 2002，2004，2007）」している
ことがわかる一方で，時系列ではユーザー間，貴
社とユーザーとの交流がともに低下傾向であり，
企業とユーザーとの関係が弱まっている。
　なお，非上場企業では，ユーザーの評価やユー
ザーへの技術情報の提供の割合が低く，ユー
ザー・イノベーションが進行していないことがわ
かる。
　2009年から追加した製品開発への顧客参加につ
いての設問を見ると，「ユーザーや顧客が製品開
発プロセスに参加することが多い。」「ユーザーや

「リーダーは開発から発売に至るまでの多様な分
野の知識を持っている。」と比べると，「リーダー
は開発から発売に至るまで責任と権限を持ってい
る。」は低くなっており，権限は比較的与えられ
ていないようである。「開発の初期段階から生産
計画も考慮する。」「開発の初期段階からマーケ
ティングや販売計画も考慮する。」というフロン
トローディング型の開発（Thomke and Fujimo-

to 2000）であることもわかる。ただし，「研究開
発とマーケティングの両方に通じている者が多
い。」の平均値は低い。これら日本企業の開発の
特徴，強みが失われつつあるのかも知れない。た
だし，非上場企業では，「研究開発，生産，マー
ケティングなど，関連する部門からなるチームを
編成する。」といった職能横断的チームによる開
発や「開発の手順は明文化されている。」「開発の
各段階で何をすべきか細かく決められている。」
といった開発の各段階での形式化については低い
傾向にある。
　「試作品をユーザーに使ってもらって仕様を確
定する。」と比べて「製品のコンセプトづくりの
段階から消費者，ユーザーに評価してもらう。」
の平均値は低く，早期からの参加は未発達のよう
である。非上場企業ではこれらの割合はともに低
くなっている。
　「売上や利益などの目標を明確に定める。」だけ
でなく「発売した後も，売上目標をクリアしてい
るか追跡調査をする。」といった形で発売後につ
いてもフォローしている。ただし，「発売した後
も，定期的に広告などの追跡調査をする。」の平
均値は低くなっており，最終的な目標については
フォローしているものの，それに至るマーケティ
ング・ミックスレベルでの追跡が行われていない
ことがわかる。時系列では，「製品を開発する際
には事前に多量のニーズ情報を収集しなければな
らない。」「製品を開発する際には事前に多量の技
術についての情報を収集しなければならない。」
など外部の情報収集が低下傾向にある。非上場企
業についてみると，事前の情報収集や，売上予測，
発売後の追跡に関して全体的に実施割合が低く，
各段階でのマーケティング・ミックスレベルでの
管理が上場企業よりも行われにくい傾向にある。
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マーケティング行動や顧客対応の一貫性，グルー
プ企業，経営の方向性とその共有，長期的志向，
社内でのコミュニケーション，社会への貢献，社
会からの信頼について回答してもらった。
　「経営の方向性をトップが明確に示している。」
「経営の方向性を社員が意識している。」がともに
高くなっている。日本企業の特徴として，本部の
戦略の不在と現場の強さが指摘されるが，そのよ
うな見方に疑問を投げかける結果である。加護野
ら（1983）は日本企業の特徴として集団志向によ

顧客と共同で製品開発することが多い。」は 2，
3割程度であり，ユーザーが製品開発に参加する
ケースもあるようである。しかし，「ユーザーに
開発ツールを提供している。」は低くなっている
ことから，ケースや意識の高まりに対してユー
ザー・イノベーションを促進させるようなツール
キットの自社ユーザーへの提供は遅れている。

7）　企業理念や組織文化（図14）
　企業全体について，リスク志向，社内での公募，

表 3　ユーザー・イノベーションの発生に関する設問

（a）「ユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。」
1.   まったく 
そうではない

2.   そうでは 
ない

3.   どちらとも
いえない

4.   そうで 
ある

5.   まったく 
そうである 4＋ 5 N

2007  9.9 35.1 33.8 19.2 2.0 21.2 151
2008  9.7 26.6 43.5 18.5 1.6 20.2 124
2009 13.6 35.0 35.9 14.6 1.0 15.5 103
2010 14.3 35.3 27.1 21.1 2.3 23.3 133
2011 13.2 36.4 28.1 21.5 0.8 22.3 121
2012 16.6 35.8 26.5 19.2 2.0 21.2 151
2013 16.8 31.4 26.3 23.4 2.2 25.5 137
2014 14.2 31.9 31.0 23.0 0.0 23.0 113
2016 13.6 40.7 26.3 19.5 0.0 19.5 118

2016非上場 10.7 37.1 27.8 24.4 0.0 24.4 205
全体 13.1 34.7 30.3 20.7 1.2 21.9 1356

（b）「貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイノベーションの源泉となったりすることはありますか ?」
1.   まったくそ 
うではない

2.   そうでは 
ない

3.   どちらとも
いえない

4.   そうで 
ある

5.   まったく 
そうである 4＋ 5 N

2007 33.1 31.1 27.8  7.3 0.7  7.9 151
2008 14.5 37.9 31.5 15.3 0.8 16.1 124
2009 17.5 45.6 25.2 10.7 1.0 11.7 103
2010 15.8 42.1 28.6  9.8 3.8 13.5 133
2011 14.0 53.7 24.0  6.6 1.7  8.3 121
2012 25.3 43.3 19.3  9.3 2.7 12.0 150
2013 27.7 37.2 19.0 13.1 2.9 16.1 137
2014 16.8 51.3 21.2  8.0 2.7 10.6 113
2016 47.5 30.5 15.3  5.1 1.7  6.8 118

2016非上場 48.3 27.8 15.1  7.3 1.5  8.8 205
全体 27.6 39.0 22.3  9.2 1.9 11.1 1355

注） 　2007，2016年は，具体的にどのようなイノベーションかを記述してもらった。他の年と傾向が異なるのは，そのため
だと考えられる。
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図13　ユーザーおよびユーザー・イノベーション
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注） 　「ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが多い。」「ユーザーや顧客と共同で製品開発することが多い。」
は，2009年から設定した項目である。

図14　企業理念や組織文化
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5 　研究開発と国や自治体の政策

　イノベーションが国の政策でも重視されている。
このため，本年度は政策の利用状況についての質
問を設定した

9 ）
。上場企業に限定しても平均値は 3

程度となっており，利用されていないことがわか
る。平均値が比較的高いのは「研究開発への補助
金，融資」「国や政府，自治体主導の共同研究プ
ロジェクトへの参加」「公的研究機関の研究成果
の利用」であり，逆に「国や自治体からの研究開
発受託」は低くなっている（図15）。

るコンセンサス重視を指摘した。ここでも「組織
の調和，コンセンサスが重視されている。」が高
くなっているが，「個人の主体性が重視されてい
る。」も比較的高くなっており，単に集団志向で
あるのではなく，社員個人の能動性が重視されて
いることがわかる。
　また，「貴社は顧客や取引先から信頼されてい
る。」「貴社は社会からも尊敬されている。」の 2
項目の平均値は高く，自社を信頼されている企業
であると評価していることがわかる。
　時系列では，「これまでとはまったく異なる技
術に基づく製品の発売は他社よりも速い。」は上
昇しており，製品化までのスピードを重視する傾
向が強まっている。また，「新製品開発や新規プ
ロジェクトテーマについて社内公募が行われてい
る。」「必要な人材を集めるための社内公募制度が
活用されている。」は低下傾向にあり，職能横断
的に製品開発を行うための制度が減少している。
なお，「製品，価格，広告など一貫性のあるマー
ケティングを行っている。」も低下傾向にある。

図15　国や政府，地方自治体のイノベーション振興のための政策の利用状況
NPD2016上場 NPD2016非上場 NPD2016全体
RD2015上場 RD2015非上場 RD2015全体
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注）　この設問は2016年度のみ設定した。

 9）　「国や政府，地方自治体は科学技術振興のた
めに各種の政策を行っています。以下のそれぞ
れについて，貴社の利用，参加状況をお答え下
さい。」
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and Robert W. Veryzer （2000）, Radical Innovation: 

6 　まとめ

　本稿では，2016年11月に行った「製品開発に関
する調査」について，2007年からのトレンドの有
無を検定し，単純集計の結果をまとめた。まず，
回答企業の分布などが異なり，10回とも継続して
回答した企業は 2社であるにも係わらず，設定し
た250項目のうち，有意なトレンドがあったのは
25項目のみであった。このことは，ここに紹介し
た結果が広く日本企業に共通する傾向であること
を意味している。
　一方，変化した項目からは，「革新的製品の開
発の困難化」，「ユーザー・イノベーションの停滞
と製品の複雑化」，「ユーザーとの関係の弱まり」，
「開発プロセスでの情報収集活動の低下」などの
問題が重要化していることがわかった。厳しい環
境の下で，情報共有，柔軟な開発プロセス，優秀
なユーザーとの連携といった日本企業の強みで
あった特徴が失われつつあるのかもしれない。
　また，2016年度は「国や政府，地方自治体のイ
ノベーション振興のための政策」の利用状況も質
問したが，全般的に利用されていないこと，特に
非上場企業では「研究開発参加・受託」「研究成
果・情報利用」が利用されていないことを明らか
にした。
　今後，イノベーションの源泉の規定要因，製品
開発パフォーマンスの規定要因についての分析や，
財務データと関連づけた分析も行う予定である。
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